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1．はじめに
私自身が一昨年までの株式会社阪急阪神百貨店で勤
務していた間、「百貨店の小売における競争優位性とは
何か」を常に考えさせられてきた。2006 年に入社し、
2012 年 3 月に退社するまで、百貨店を取り巻く厳しい
環境下で売上・利益を上げることが課せられたミッショ
ンであった。
周知のように、一般的にも学術的にも百貨店は “衰退
段階 ”に位置づけられた業態として議論されている（田
村	2008）。たしかに、年々その売上は縮小し、小売市場
における売上規模も縮小しているのは事実である（図表
1－ 1）。
札幌、仙台、東京、横浜、名古屋、京都、大阪、神
戸、広島、福岡の 10 都市以外の地方百貨店は 90 年代以
降年々閉店に追い込まれており、市場における百貨店の
競争力の低下は明白となっている。
バブル崩壊を境に、百貨店の衰退が指摘され始めてか
ら実に 20 年以上、スーパーマーケットやコンビニに売
上を大きく離され、またファッションビルの乱立、大型
ショッピングセンター（以下 SC）やアウトレットモー
百貨店に関する消費者の業態認識
ルの登場等の競合要因により、ますますその市場におけ
る立ち位置が危ぶまれている。
しかしその一方、未だに年間6兆円を超える市場（小売
業総販売額の約 4％（1）、大型小売業総販売額の約 30％（2））
を持ち、10 都市における需要の喚起と牽引を担う店舗
も存在する。特に、東京、名古屋、大阪における百貨店
は建て替えや増床、またドミナント地域における支店を
新規に開店する等、積極的に市場へ参画している。
これまで百貨店の抱える問題・課題に関して、毎年の
ように、新聞、ビジネス雑誌、専門書等で議論されてき
ているが、その議論は結局のところ、百貨店の衰退の事
実を「景気停滞」から議論するものであり、「なぜ消費
者の “百貨店離れ ”が促進されているか」を検討するも
のではなかった。
また既存研究を概観しても、そもそも百貨店研究自体
が少なく、更にその多くが「仕入れ制度」や「商品力
（企画力）」、「販売力」、「取引先との関係性」、「立地」、
「規模」等、百貨店という業態の制度や組織などに関し
て考察が行われているのみで、百貨店の衰退の事実を
「消費者」から議論している研究はほとんど存在しない。
加えて、既存研究では、「統一的見解」だけでなく、
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図表 1–1　大型小売業販売額の推移（1985 ～ 2012 年）
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“ 百貨店 ” に関する「統一的定義」自体も存在していな
い。
本研究は、以上のような「景気衰退だけでない、消費
者視点からの百貨店業態が抱える本質的な課題に対する
議論の欠如」と、「商学、経営学、マーケティング研究
における百貨店研究の統一的議論の欠如」を問題とし、
消費者行動研究に基盤を置き百貨店業態を考察する。そ
して、その結果から、「百貨店の業態内外における競争
優位性の要因」の解明を目的とする。
その取り掛かりとしてまず、そもそもわが国における
「百貨店」とはどのような業態であるか、定義とその構
成要因を明確にするためにも、今一度既存研究の整理と
検討、そして消費者行動を基点とした実証的アプローチ
から、その問題点を明らかにすることが重要であろう。
本稿は、百貨店既存研究の整理・検討と、インター
ネット調査結果を用いて「百貨店業態」と「百貨店研
究」の課題を明らかにするものである。
本稿の構成は以下のとおりである。
1．はじめに
2．日本の百貨店の現状と課題
3．日本の百貨店の位置づけに関する検討
4.　消費者の百貨店認識
5.　終わりに	
2．日本の百貨店概要
2-1　日本の百貨店業態の系譜
そもそも日本において百貨店は、欧米の「Department	
Store」を起源とし、19世紀末にパリ、ロンドン、ニュー
ヨークなどで誕生した、欧米におけるデパートメントス
トアの経営知識・手法を移入することで成立した。
一般的に「デパート」と「百貨店」と呼称される業
態であるが、「百貨店」という言葉自体は、1909 年（明
治 42 年）に当時の経済雑誌『商業界』『実業界』の主幹
であった桑谷定逸氏が命名したものであり、それまでは
「小売大商店」、「小売大店舗制度」、「部別営業」、「百貨
商店」、「デパートメントストア」など様々な呼称が用い
られていた（坂田	2003（3）、宮副・内海	2011（4））。
わが国の百貨店は前述のように欧米を参考に、まさ
に輸入された業態ではあったが、しかしながら、木綿
（2003）の「アメリカに比べると商慣習や規制等によっ
て様々な制約を受けてきたわが国の百貨店は、異業態小
売業との競争が回避されてきたこと等もあってひたすら
統合化・大型化し、欧米諸国とは違った独自の成長を遂
げてきていると言える」（5）という指摘や、坂田（2003）
の「現在わが国の百貨店は衣食住を取り揃えているのが
普通だが、米国の百貨店では一般的に食料品は取り扱わ
れていないということなどは周知の事実である」（6）と
いう主張、またターミナル百貨店を世界に先駆け誕生さ
せた史実、アメリカのデパートメントストア 1店舗の年
間売上が多くても 100 億円程度であるのに対しわが国の
都市部立地の有名百貨店では 1,000 億を超える売上を築
いているという事実（7）からも、欧米とは異なった経緯を
歩み、発展してきたわが国独自の業態と位置づけられる。
わが国の百貨店は主に呉服店と電鉄を基盤として現在
まで発展してきた。ただ現在の百貨店とは異なりわが
国の百貨店黎明期では、電鉄系が食品や日配品を中心
とした展開をしていた一方、呉服店系百貨店は当初、
Hollander（1960）（8）が指摘するように、呉服店からの既
存顧客を対象としたものであり、基本的に「高価格」な
品揃えを展開していた。つまり、市場ターゲットをマス
と改め市場拡大戦略をとったのではなく、呉服以外の
品揃えを拡大することで、既存顧客のワンストップ・
ショッピングによる利便性を高め、売上を拡充しようと
していたのである。
現在のように、どの百貨店も一般大衆を対象とした業
態となり、セール（廉売）や催事で売上を喚起しようと
し始めたのは、1923 年の関東大震災以降である。
以後、わが国の百貨店は、中小小売業を守るための法
的規制に直面したり、また戦火に晒されたり、スーパー
マーケット等のチェーンストアの登場などを経験するこ
ととで価格主体の業態から品質主体の業態への転換を余
儀なくされたり等、様々な課題に直面することとなる
が、百貨店の存続が本格的に危ぶまれるようになったの
は、やはり「バブル景気」終焉が大きな引き金といえる。
2-2　百貨店が直面している課題
バブル景気崩壊後、平成不況に直面した百貨店は軒並
みその売上を大幅に低下させることとなる。加えて、
2008 年のリーマンショックにより更なる打撃を受け、
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百貨店の 2009 年の売上伸率は、－10％を超える大幅な
落ち込みとなった。
日本百貨店協会の資料によると、2000 年から 2010 年
の約 10 年間で売上絶対額が 72.8%（2000 年：8兆 8200
億円、2010 年：6兆 2921 億円）に、2012 年と比較する
と約 69.7％（2012 年：6兆 1453 億円）へと低迷してい
ることがわかる。
さらに、震災の影響やファストファッションの躍進
や、他のファッション小売業態との競争、更にファッ
ション支出の低下、そしてリーマンショックの影響によ
り、全国の事業所数（日本百貨店業界加盟店舗）も、
2000 年以降減少が続いている。地方都市だけでなく三
大都市圏においても大幅な閉店が相次ぎ、百貨店の2012
年における店舗数は 2000 年の 7割程度（311 店舗から
249店舗）まで減少することとなった（図表2－1参照）。
百貨店の総店舗面積も閉店に伴い縮小傾向にはあるも
のの、都市部百貨店の増床や出店により、大きく減少し
てはいない。しかしながら、1㎡あたりの売上高は 99 年
を最後に大きく低下し、2011 年の売上高は 97.2 万円 /1
㎡であり、99 年が 126.7 万円 /1㎡と比較すると 23.4%
減少、更に売上高がピークであった 91 年の 185.9 万円
/1㎡と比べると 50％減少と、この 20 年で非効率な業態
へと転身したことが指摘される（図表 2－ 2参照）。
このような数値からも、田村（2008）が指摘した以上
に、百貨店業態は最後の衰退段階にあり、まさにその存
在意義を市場から問われている。
この理由としては、一般的に「景気後退による消費の
変容」、「競合業態の発展」、また「そもそも業態として
ライフサイクルが衰退段階にある」等、様々な議論がな
されているが、百貨店が直面している課題は以下の 3つ
に集約することができる。
それは、「（市場成熟化による）消費の変容」、「業態
内外の競合激化」、そしてこの 2つの要因を背景とした
「低利益率業態への変容」の 3つである。
「（市場成熟化による）消費の変容」は、バブル経済の
終焉を境に現在一般化した市場観であり、消費の多様
化・個別化の根幹にある現象である。他の小売業以上
に、取扱商品の大部分を高額商品が占める百貨店は大き
くこの煽りを受け、関東大震災以降のマス（大衆）を主
たるターゲットとしていた業態から、富裕層、女性、
ファッション愛好家等に焦点を絞った業態への転身を迫
られるようになった。しかし、上述したように、（ファ
ストファッション志向により要因もあるが）近年家計に
おけるファッション支出は低下していることからも、
ファッションを基幹とした売場設計に対しても大きな変
革が求められている（図表 2－ 3参照）。
「業態内外の競争の激化」は、小売業の日用品市場に
おけるスーパーマーケットの躍進のみならず、大規模
店舗法の緩和により、従来の業態の枠組みを越えた郊
外型・都市型 SCの誕生と増加、つまり大型小売商のプ
レーヤーの増加が指摘される。加えて、百貨店業態内で
は、売上仕入の取引慣行や委託販売への依存体質の拡大
を背景とした同質化が加速したため、競合他社と差別化
できるかが大きな課題となっている。現在、百貨店は自
社のアイデンティティーを確立すべく、各社共に様々な
施策に取り組んでいる。
しかしその一方で百貨店業態内では、バブル経済時に
差別化戦略の一環として施行された多角化戦略や不動産
投資に関する負債が起因となり、結果として全国の百貨
店の多くが閉店へと追い込まれているのも事実である。
出典：日本百貨店協会「平成 24 年	日本百貨店協会統計年報」
より作成
図表 2–1　百貨店店舗数推移
出典：日本百貨店協会「平成 24 年	日本百貨店協会統計年報」
より作成
図表 2–2　百貨店の売上高と店舗面積の推移
出典：経済産業省編（2007）『新流通ビジョン』p27 より
図表 2–3　消費支出の変化
（10）	小山	周三	（1997）『現代の百貨店（新版）』日経文庫、p.78 より
（11）	田村	正紀（2008）『業態の衰退　‐現代流通の激流‐』千倉書房、p.202 より
百貨店に関する消費者の業態認識（圓丸 　哲麻）
4
そしてその潮流は、大手百貨店の業務提携、更に 2007
年以降の合併を伴うようになり、業態内の再編を導くこ
ととなった。
「低利益率業態への変容」は、一般的にはバブルの崩
壊を契機と議論されているが、小山（1997）が指摘する
よう、百貨店の低利益率体質は実はその以前から問題視
されていた。わが国の百貨店の構造的問題に関して議
論され始めたのは第二次オイルショック（1979 年）後
の不況期（1982 ～ 1984 年）であり、「百貨店冬の時代」
と呼ばれ、その深刻さが議論の対象となっていた。小山
（1997）は、1983 年当時の大手百貨店 8社の損益分岐点
比率の高さ（95.92％）を指摘し、「売上の伸びが少しで
も停滞すると利益を出せないという極めて脆弱な体質に
ほとんどの百貨店は陥っていた」（10）と指摘する。
しかしその後の平成バブル期への突入に伴い、高い売
上を確保できるようになると、百貨店の多くはその構造
改革の着手を先延ばしにし、その結果、平成不況時に再
度「低利益率業態」問題に直面することとなった。そし
て現在、低利益率・高コスト構造を改善すべく、「消費
者」や「競合他社」という外的対応だけでなく、業態内
において内的な変革を迫られている。
これらの課題により百貨店は、田村（2008）が指摘す
るように、「粗利益率の改善のためには、売上数量を減
らさずより高い価格を設定できるような商品を中心に品
揃えするか、あるいは商品原価を削減することが必要」
といえる（11）。具体的には、前者は高級品やブランド嗜
好品の販売に注力すること等であり、後者は PBの開発
による高利益率商品の開発や、人件費削減、広告費削減
等の経費削減による利益率の確保が挙げられる。
2-3　百貨店業界再編と現在の百貨店の戦略
上述のような課題を抱えた百貨店は、業務提携や経営
統合（合併）によって資本力を高め、総売上高の向上だ
けでなく、非効率化した業務の改善や合理化、また低利
益率体質改善の為の取引慣行の見直し、加えて店舗施設
の刷新や大型化に着手することとなった（図表2－4）。
代表的な百貨店の経営統合には、そごうと西武百貨店
との「ミレニアムリテイリング」（2003 年）（2006 年より
セブン＆アイ・ホールディングスの 100％子会社となっ
た）、大丸と松坂屋を中核とした「J・フロント	リテイ
リング」（2007 年）、阪急百貨店と阪神百貨店の「エイ
チ・ツー　オーリテイリング」（2007 年）、三越と伊勢
丹を中核とした「三越伊勢丹ホールディングス」（2008
年）が挙げられる。
現在、大きな経営統合を経験していないのは呉服系百
貨店では髙島屋のみとなり、東急百貨店、近鉄百貨店、
京王百貨店等の非経営統合の電鉄系百貨店と合わせて、
今後の動向が注目されている。
このように、百貨店が「（市場成熟化による）消費の
変容」、「業態内外の競合激化」、「低利益率業態への変
容」と言った課題に対応すべく、業務提携や経営統合等
による資本力の強化や市場シェアの拡大等を行っている
と共に、各社とも消費者との関係を再定義し直し新たな
戦略を志向している。
既存研究やビジネス書籍の概観、またインタビュー調
査を通じて大手百貨店の動向を検討すると、現行で百貨
店が取り組んでいる戦略は大きく 3つに分類することが
できる。
それは、①「合理化（業務効率化）」戦略、②「総合
ライフスタイル発信セレクトショップ化」戦略、③「コ
ミュニティ（場）形成の劇場化」戦略の 3つである。
「合理化（業務効率化）」戦略とは、簡潔に言うなら
ば “場所貸業態 ”としての百貨店の特徴をより前面に出
し、自主編成型デベロッパーとして売場のマネジメント
や人件費を効率化し、低コストで高利益率の業態へと変
革していこうとする戦略である。ここで重要なのは、デ
ベロッパーとは異なり、売場設計・管理を百貨店が主導
で行うという点であり、百貨店のマーチャンダイジング
の指針に沿って委託業者が選別され、売場が運営される
ことである。顧客の購買データに基づき、いかに売上の
高いブランドやショップを効果的・効率的に配置できる
かがこの戦略の鍵となっている。この戦略を積極的に
採用している企業こそ、J・フロント	リテイリングであ
り、百貨店をチェーン・オペレーション化することで、
高利益率体質への変革を図っている。
「総合ライフスタイル発信セレクトショップ化」戦略
とは、「今日は帝劇、明日は三越。」と言う大正時代の三
越のコピーに見られるような、文化発信業態としての百
貨店の特徴を前面に出し、衣食住全てに関わる高品質の
生活様式を提案し自社の世界観を消費者に共感させるこ
とで、既存のターゲットを中核とした顧客層の買回り品
の拡大と購買頻度の増加、そしてより長期的な顧客関係
の維持を目的とした戦略である。長期的かつ高いライフ
タイムバリューを獲得できるような顧客を維持すること
図表 2–4 　大手百貨店の経営統合
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こそこの戦略の鍵であり、いかに消費者を魅了し続ける
ことができるかが肝心となってくる。更に、高利益率を
獲得するためには、高価格の商品・サービスや PBを中
核としたマーチャンダイジングが求められ、コスト削減
との両立を考えながらも高い販売能力（接客能力）が重
要視される。
この戦略を採用している企業例としては、三越伊勢丹
ホールディングスが挙げられ、その中でも伊勢丹は、こ
の戦略の先駆者として、質が高くまた独自性のあるマー
チャンダイジング能力を中核とした売場作りは業界内外
でも定評となっている。かつてバーニーズニューヨーク
ジャパンを 100％子会社として展開し、近年では郊外型
アウトレットモールにおいても伊勢丹としてショップを
展開する等、大型セレクトショップ型小売業として確固
たるブランドを確立し、小売業における独自のポジショ
ンを獲得しようとしていることが伺える。
「コミュニティ（場）形成の劇場化」戦略とは、「総合
ライフスタイル発信セレクトショップ化」戦略と一部重
複するような戦略ではあるが、消費者との関係性構築だ
けでなく、消費者間のコミュニティ形成の「場」を提供
することで、長期的継続的な売上と利益を確保しようと
する戦略である。この戦略は、百貨店の持つアミューズ
メント性やコミュニティ形成の場という特徴を前面に出
し、顧客との関係性を密にすることで、結果として顧客
の買回り品の拡大や高価格商品・サービスの購買を促進
し、高利益率の体質へと変革しようとするものである。
「総合ライフスタイル発信セレクトショップ化」戦略
と「コミュニティ（場）形成の劇場化」戦略との大きな
違いは、その軸足を、マーチャンダイジングに置くの
か、アミューズメント性に置くのかの違いであるといえ
る。どちらも共に、ライフスタイルを発信していること
自体には違いはないといえるが、マーケティング施策の
中心が、前者が刺激‐反応型のプロモーション重視の
傾向が見受けられる一方、後者は来店顧客層や店舗の商
圏また地域性等の消費者の特性に適合させようとする交
換型、そして関係性型のアプローチを採用していると考
察される。よって、「コミュニティ（場）形成の劇場化」
戦略では、店舗が立地する地域の特性を考慮し、「合理
化（業務効率化）」戦略におけるチェーン・オペレー
ション化とは一部相反する、ローカル対応が必須となっ
てくる。
この戦略を採用している企業例としては、エイチ・
ツー　オーリテイリングが挙げられ、“モノ ” ではなく
“コト ” をテーマに、乳児を持ったお母さんのためのセ
ミナーや料理教室、手芸教室等、顧客参加型のイベント
である「コトコトステージ」を実施している。
上記の 3つが、百貨店が近年力を入れている戦略であ
る。しかし、ここで注記したいのが、その比重は異なる
ものの、どの百貨店もこれらの戦略を全て採用し、包括
的な経営を志しているという点である。例えば、伊勢丹
は「総合ライフスタイル発信セレクトショップ化」を進
める一方で、支店経営においては、「合理化（業務効率
化）」を推し進め、コスト効率を改善すると共に地域に
適合した商品・サービスを提供しているし、一方、エイ
チ・ツー　オーリテイリング傘下の阪急百貨店では「コ
ミュニティ（場）形成の劇場化」戦略を中核としながら
も、配送業務や包装業務のアウトソース化による合理化
や、刺激―反応型のライフスタイル発信売場を自主編集
で展開しようと画策している。
このように多くの百貨店は、各社共に独自の指標に基
づき、地域制を越えて共通できる点では合理化する一方
で、独自性を確保し競合との差別化を両立することが求
められている。
3．百貨店の位置づけに関する検討
前章では、わが国の百貨店の系譜と現在の課題につい
て議論した。本章では、前章での議論を更に検討すべ
く、1990 年代以降の百貨店に関する既存研究を概観し、
学術的知見から百貨店業態再生に関する課題を考察す
る。ここで 90 年代以降の研究に絞った理由は、百貨店
業態が衰退段階にあると位置づけられ、その課題に対し
て本格的に議論されるようになったのが、バブル崩壊以
降であったためである。
本章ではまず、百貨店とはどのような業態を定義する
のかを検討し、小売業における百貨店の位置づけを明ら
かにする。　
3-1　百貨店の定義
わが国で独自の進化を遂げた百貨店であるが、ではそ
のような「百貨店」とはどのように位置づけるべき業態
なのか。以下の 3つが代表的な基準となっている。
1つは、経済産業省による “商業動態統計調査 ”の基
準に用いられる定義であり、まずそこでは、百貨店及び
総合スーパーは「衣食住にわたる各種商品を小売し、
そのいずれも小売販売額の 10%以上 70%未満で、従
業員が常時 50 人以上のもの」かつ「売場面積が一定以
上（特別区、政令指定都市で 3,000㎡、その他の都市で
1500㎡）の商店」と定義されており、その中で百貨店と
総合スーパーの違いは、百貨店が総合スーパーと異なり
「セルフ方式（対面販売の比率が 50%以下）」を採用し
ていない点である。また、同統計調査では専門店を「衣
食住のどれか 1つが売上の 90%以上を占めるもの」と
定義しており、この定義に当てはまる場合は店の規模や
販売方式によらず「専門店｣ として取り扱われている。
1つは、明確に定義されているものではないが、日本
百貨店協会による基準であり、「物理的に独立した店舗
面積が 1500㎡以上のもので、日本百貨店協会に加盟し
（12）	坪井	晋也（2009）『百貨店の経営に関する研究』学文社、	p.3 より
（13）	宮副	謙司 ,	内海	里香（2011）『全国百貨店の店舗戦略〈2011〉』	同友館、p.3 より
（14）	宮副	謙司 ,	内海	里香（2011）『全国百貨店の店舗戦略〈2011〉』	同友館、p.4 より
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ている企業」というものである（坪井 2009（12）、宮副・
内海 2011（13））。
1つは、伝票処理に関する商品取引を基点とした見方
であり、スーパーマーケットが「チェーンストア統一伝
票」を使用する一方で、百貨店では「百貨店共通伝票」
を使用するという違いを基準とする業態区分である。
以上のように、百貨店に関して、実は現在まで統一的
な定義がなされておらず、その業態自体の領域も実にあ
いまいなものになっている。
宮副・内海（2011）も指摘しているように、例えば丸
井は百貨店かどうかよく問われるが、日本百貨店協会の
基準と使用している伝票から考えると、丸井は百貨店で
はないと位置づけられる（14）。また、Jフロントリテイリ
ング傘下の PARCOが丸井同様百貨店協会の基準外で
ある一方で、一見同様の業態と認識されうる渋谷駅前の
渋谷ヒカリエ SinQs（東急百貨店が経営する）は、協会
の基準に含まれており、百貨店であると位置づけられて
いる（実際、日本百貨店協会が発行する会計年報では百
貨店の売上の一部として計上されている）。
このように、現在、「百貨店業態をいかに定義するの
か」、また「他業態といかに区分すべきか」ということ
に関して、業界内においてもその線引きが大変不明瞭と
なっている。この定義の不在は、多くの研究者や専門
家、そして百貨店実務者が主張する「百貨店の業態内外
における差別化の重要性」の根幹を揺るがす問題である。
なぜなら差別化戦略とは、市場が同質化していたとし
ても、まず自社の商品・サービスを定義づける明瞭な基
準が前提にあり、その基準をベースとし競合他社との差
異を設けることで競争上の優位性を獲得しようとする戦
略であるからである。しかしながら百貨店は、研究者、
専門家、消費者だけでなく、その業態内においても小売
業における位置づけを明確に提示できずにいる。更に、
「高級感がある」とか「商品の質が高い」等、一般的に
消費者が持ちうる百貨店特有のイメージも、既存の定義
には含まれていない。
このような理由からも、百貨店が現在抱えている課題
を念頭に置き、どのようにすれば差別化できるのかを議
論するよりも前に、大型小売業における、百貨店、駅ビ
ル・ファッションビル、ショッピングセンターのそれら
の位置づけに関して、明確に定義づけすることの方が急
務であると指摘される。
では、百貨店とはどのように定義すべきであろうか。
既存研究を概観し、百貨店が現在抱える課題との関係か
ら考察する。
3-2　百貨店に関する既存研究
90 年以降、百貨店に関して、新聞や経済紙等では毎
年のように取り沙汰されているのとは裏腹に、流通・
マーケティング研究において百貨店に焦点を当てた議
論は少ない。またその研究の多くが、「仕入れ制度」や
「商品力（企画力）」、「販売力」、「取引先との関係性」、
「立地」、「規模」等、百貨店という業態の制度や組織な
どに関する研究となっている（図表 3－ 1）。また既存
研究を概観すると、大きく3つの研究基盤に大別できる。
1つは、経営史からの考察であり、日本の百貨店の経
緯を文献から歴史学的に検証することで、その動態を探
ろうとする研究である。この視点を基盤とする研究者達
は、百貨店業態全体あるいは特定の企業の歴史的系譜を
辿り、つまり昭和恐慌、戦後時の不況の時代に百貨店が
どのように生き残ってきたのかを検証することで、現在
百貨店が直面する課題の所在を検討し、その解決案の提
示を試みている。
1つは、百貨店の組織編成や戦略に関する研究であ
り、流通・マーケティング研究というより、むしろ経営
学的知見に立った研究である。この視点を基盤とする研
究者達は、百貨店の抱える「低利益率業態への変容」と
表 3–1　流通・マーケティング研究における
90 年代以降の百貨店研究一覧
（15）	 	百貨店の仕入形態は、①買取仕入、②委託仕入、③消化仕入（売上仕入）の 3形態から成る。
①買取仕入は、百貨店が取引先から商品を買い取って仕入れる形態である。この仕入形態により、百貨店は商品のロスや在庫リスクを
負担する一方で、自主的なマーチャンダイジングが可能となり、品揃えや価格設定（値下げを含む）を管理することができる。
②委託仕入は、取引先に委託して売場展開するという販売手法であり、商品が売れた後、販売手数料として売上の何％を百貨店が受け
取るという仕入形態である。
③消化仕入（売上仕入）とは、商品が売れると同時に百貨店による仕入れが行われる形態であり、委託仕入との違いは、その売上を百
貨店の売上として計上できることである。
委託仕入と売上仕入のメリットは、在庫リスクを負わないことと共に、人件費が抑えることができ、更に売場を流動的に変化させる
ことができる点である。しかし、多くの研究者や専門家が指摘するように、この 2つの仕入形態のデメリットは、在庫リスクが全くな
いことにより仕入が安易に行われ、結果として百貨店が従来持つべき、適正な仕入能力を低下させたという点である。加えて、この仕
入形態と合わせて、取引先から派遣された社員が百貨店の売場において接客販売するようになったため、百貨店の販売力も低下してい
ると指摘されている。
現在では、第 4の取引形態として、百貨店が取引先から賃借料を徴収する、テナント契約が増えてきている。
現在、百貨店における仕入形態別売上構成比率は、買取仕入が 5~8％、委託仕入が 25~35%、消化仕入（売上仕入）が 60~70％程度
であると推定されている。詳しくは、宮副・内海（2011）を参照のこと。
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いう課題を克服するために、どのようなビジネスシス
テムが必要かを検討している。彼らは、百貨店の「場所
貸」と「自社運営」の 2つの売場体系を中心として、そ
の設置バランスや、運営方針、それに伴う組織体制、加
えて情報技術の運用に関して議論する。この分野での近
年の研究では、「百貨店業務におけるコア・コンピタン
スとは何か」あるいは「百貨店が合理化するためには、
どのような業務がアウトソースできるのか」等の議論が
中心となっている。
そして 1つは、取引慣行を基盤とした百貨店研究であ
る。この視点を基盤とする研究者達は、既存百貨店研究
の主流の研究視点として位置づけられており、特にマー
チャンダイジングにおける「委託仕入および消化仕入
（売上仕入）」と「買取仕入」（15）を議論の中心に置き、
百貨店の独自性や競争優位性を検討している。この議論
は、先に紹介した、組織編制や戦略に関する研究分野と
重複する部分も多くあるものの、その大きな違いは、百
貨店を定義づけている主要因を、後者はマーチャンダイ
ジングであると特定し議論を展開している点である。
この取引慣行を研究基盤とする研究者等は、百貨店を
定義づける主たる要因こそマーチャンダイジングにおけ
る品揃え形成であり、より具体的に言うならば、「買取
仕入」の比率であると主張する。そして、近年の消費者
の百貨店離れに関して、リスクを伴わない「買取仕入」
の比率低下による百貨店の同質化が主たる原因であると
指摘する。
その他の百貨店に関する研究視点としては、宮副
（2008）による、百貨店と顧客との関係性に焦点を当
てたケース研究や、消費者行動研究を基盤とした峰尾
（2011、2012）や酒井（2012）による研究が存在する。
彼らの研究は既存の百貨店研究の中において数少ない、
消費者基点の研究である。
3-3　百貨店に関する既存研究の限界
百貨店に関する 90 年代以降の既存研究を概観する
と、基本的には多くの研究が歴史学的アプローチに基づ
き研究がなされており消費者基点の研究が少ないこと、
また多くの研究が統一的見解を持たず個別に議論されて
おり、百貨店に対する定義も明確ではないことが指摘さ
れる。
百貨店に関する経営史研究領域では、百貨店誕生時に
おける百貨店の定義は明記されているものの、（それら
の研究においても時代が経つにつれ変容したと議論して
いる）近年の百貨店を明示するような明確な定義が提示
されておらず、更に消費者の百貨店離れに関してもあま
り議論がなされていない。
組織編成、戦略ならびに取引慣行に関する研究におい
ても、百貨店に関する定義そして消費者の百貨店離れに
関する主要因について消費者基点から議論がなされてお
らず、ビジネス専門書や新聞と同様「（市場成熟化によ
る）消費の変容」や「業態内外の競合激化」、そしてこ
の 2つの要因を背景とした「低利益率業態への変容」、
またリスクを伴わない「買取仕入」の比率低下が “百貨
店らしさ ”を低下させ、結果として消費者離れが発生し
ていると主張するのみである。
確かに百貨店は、その取引慣行の比重を買取仕入から
消化仕入（売上仕入）や委託仕入へと移行させ、チャネ
ルパワーを背景に自社に都合のよい返品制度を設けるこ
とで、在庫リスク回避や人件費の削減というメリットを
享受してきた。その一方、百貨店研究者の多くが指摘す
るように、取引慣行移行に伴う場所貸業態への変容は、
百貨店を独自性のない業態へと変革させてしまったこと
は事実であろう。
しかしながら、本当に現代の消費者は百貨店の商品・
サービスに対し、他の大型小売業と比較し同質的と認識
しているのであろうか。既存研究において、当然の事項
として議論されてきた、「百貨店業態の小売業における
同質化」に関して、未だ実証的に検証されてはいない。
数少ない消費者視基点の研究である研究においてもそ
れは同様であり、宮副（1998,2004 の研究は松屋銀座店
（16）		川島（2012）は、駅立地や郊外の SCが、百貨店が担っていた役割を一部補完するようになったと指摘する（詳しくは、
川島	蓉子〔2012〕『伊勢丹ストーリー戦略』PHP、p.26 参照）。一方、木綿（2003）は、高度経済成長下の大量消費の進
展に触発され、都市型百貨店やターミナル百貨店等がむしろ SC化したと議論している（詳しくは、木綿	良行〔2003〕「わ
が国の百貨店の歴史的経緯とその評価」『成城大學經濟研究』,	第 162 号 ,	p.171 参照）。
（17）		酒井	麻衣子（2012）「サービス業におけるスイッチング・バリアの先行指標と成果指標」『流通研究』, 第 14 巻	特別号 ,	p.33
参照）
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のケース研究であったり、峰尾（2011、2012）の研究は
スーパーマーケットと百貨店の食品売場に関する比較研
究であったり、消費者の百貨店離れの研究がなされてい
るとは言えない。
3-4　既存百貨店研究における消費者基点の欠如：“ 百
貨店離れ ” 検討の必要性
前章でも議論したが、わが国の百貨店は様々な市場環
境変化に直面し、最後の衰退段階に位置することが明白
である。だからこそ、このような困難な環境を打開しよ
うと大手百貨店を中心に、多くの百貨店は新たな挑戦を
開始し、そして転換期を迎えようとしている。その為に
は、百貨店が今まさに取り組んでいる業務も踏まえ、今
後の動向を検証するためにもまず現在消費者が百貨店に
対してどのような意識を持っているかを検討する必要が
あるといえる。
しかし、わが国の百貨店に関する既存研究では、消費
者基点に立ち「なぜ消費者が “百貨店離れ ”をしている
のか」を検討している研究は見受けられなかった。既存
研究においても消費者の “百貨店離れ ”を言及している
研究も存在するが、その原因として「不況」、「消費の多
様化・個性化」等が一般的な事実として事例的に挙げら
れているのみである。
すなわちこのことは、既存研究では「百貨店が衰退す
る」最も主たる原因であるはずの “百貨店離れ ”がなぜ
引き起こされているのかを、（「販売力の低下」や「商品
力の低下」等が原因とする百貨店基点の研究は存在する
ものの）消費者基点にたって実証されることがなかった
と指摘される。
以上のような課題から、百貨店研究において、消費者
の “百貨店離れ ”の原因を探求するべく、その取り掛か
りとしてまず、消費者が百貨店業態内の各百貨店に対
し、また他の小売業と比較して	“ 差異 ” を認識している
かどうか、更にその “差異 ” の構成要素とはどのような
要因であるかを検証する必要がある。
そこで本研究ではインターネットにおけるアンケート
調査から、消費者の百貨店に対する認識を検証すると共
に、近年百貨店業態と同質化していると議論されてい	
る（16）大型小売業業態である駅ビル・ファッションビル
との、消費者認識の違いを検証する。
4　消費者の百貨店認識
4-1　調査概要
2013 年 9 月に、日本において大型小売業激戦地のひ
とつである大阪を中心とした、大阪府、京都府、兵庫県
在住の 263 名に対し、百貨店と駅ビル・ファッションビ
ルの認識に関するインターネット調査を行った。調査概
要は次の通りである。
調査票は、酒井（2012）の研究における調査票（17）を
援用、加えて株式会社阪急阪神百貨店マーケティング
室協力のもと、調査票を作成した。百貨店に関する認
識に関する項目 28 問、百貨店デモグラフィック属性に
関する 5項目、百貨店および駅ビル・ファッションビ
ルに対する来店頻度や情報収集に関する 6項目から構
成される。また本研究では、t検定と因子分析、そして
Tucker の三相因子分析を用いて検証する。検証すべき
要件は、以下の通りである。
1）	 百貨店の魅力に関する消費者認識の明確化
2）	 	駅ビル・ファッションビルの魅力に関する消費者
認識の明確化
3）	 	百貨店と駅ビル・ファッションビルに関する、消
費者が認識する魅力の差異の検証
4‒2　調査結果
標本（n=263）のデモグラフィック属性は次の通り
である。性別は、男性 39.9%（105 人）、女性（168 人）
であった。年齢構成は、20~29 歳が 14.45%（38 人）、
30~39 歳が 24.71%（65 人）、40~49 歳が 29.66%（78 人）、
50~60 歳が 16.35％（43 人）、60 歳以上が 14.83％（39 人）
であった。居住地域について、京都府在住が 13.69％
（36 人）、大阪府在住が 54.37％（143 人）、兵庫県在住が
31.94％（84 人）であった。既婚率は 63.9％（168 人）、
教育水準は 44.5%（117 人）の回答者が大学卒業以上で
あった。
また現在の定職に関して、学生 2.66%（7 人）、会社員
が 32.32%（85 人）、アルバイト（パートタイマー含む）
が 17.11%（45 人）、自営業また自営業手伝いが 13.31%
（35 人）、専業主婦（主夫）が 24.33%（64 人）、無職が
9.51%（25 人）、その他が 0.76%（2 人）であった。加え
て、世帯年収は、200 万未満が 7.22%（19 人）、200~399
万 が 19.39%（51 人）、400~599 万 が 23.19%（61 人）、
600~799 万が 13.31%（35 人）、800~999 万が 10.65%（28
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人）、1000 万以上が 4.94%（13 人）、無回答 21.29（56 人）
がであった。
本研究ではまず、SPSS（ver.20）を用いて、百貨店
と駅ビル・ファッションビルの魅力に関する消費者の認
識について、t検定からその差異を検証した（図表 4－
1）。それらの項目は、既存研究に基づき、「とても当て
はまる」から「まったく当てはまらない」の 7点尺度で
評定、検証した。
その結果、28 項目中、23 項目で差異が確認された。
差異が確認されなかった項目は、「駅前など行き易い
場所に立地している」、「レストランや喫茶店（カフェ）
が併設されている」、「新製品や流行品の取り扱いが早
い」、「家族で立ち寄りやすい」、「お得なカードを発行し
ている」であった。
次に因子分析を用い、百貨店と駅ビル・ファッション
ビルに関する消費者認識の違いを比較した。
百貨店の魅力に関する項目に関して、最尤法による
因子分析を行った。その結果、固有値は 9.742、2.924、
1.278、1.138、1.084…となり、2因子構造が妥当である
と考えられた。
そこで再度 2因子を仮定し、最尤法・Promax 回転に
よる因子分析を行った。その結果、十分な因子負荷量
（<0.4）を示さなかった 5項目（設問 2、6、10、24、
26）を除外し、再度最尤法・Promax 回転による因子分
図表 4–1　t 検定結果
図表 4–2　因子分析結果　百貨店の魅力に関する消費意識
（16）	年配の方の利用が多そう」の項目を排除した場合の信頼度係数はα=.727 と向上することが確認された。
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析を行った。Promax 回転後の最終的な因子パターンと
因子相関を図表 4－ 2に示す。なお累積寄与率は、23
項目合計で 49.0％であった。
第 1因子は 18項目から構成されており、「清潔感があ
る」、「質の高い商品やサービスが揃っている」、「店員の
接客態度がいい」あるいは「アフターケアの体制に安心
が持てる」など、商品やサービスに関する項目が高い負
荷量を示していることが確認された。そこで第1因子を、
「商品やサービスの信頼性」因子（α＝.924）と命名する。
第 2因子は 5項目から構成されており、「庶民的であ
る」、「気軽に入りやすい」や「商品やサービスが安く買
える」など、立ち寄り易さや百貨店の庶民性といった項
目が高い負荷量を示していることが確認された。そこで
第 2因子を、「庶民性」因子（α＝ .798）と命名する。
一方、駅ビル・ファッションビルに関する項目も、
最尤法による因子分析を行った。その結果、固有値は
12.386、2.208、2.083、1.091、0.873、0.767… と な り、3
因子構造が妥当であると考えられた。
そこで再度 3因子を仮定し、最尤法・Promax 回転に
よる因子分析を行った。その結果、十分な因子負荷量
（<0.4）を示さなかった 3項目（設問 6、24、25）、また
2因子にまたがる負荷量を示した項目（設問 4）を除外
し、再度最尤法・Promax 回転による因子分析を行っ
た。Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子相関
を図表 4－ 3に示す。なお累積寄与率は、24 項目合計
で 60.7％であった。
第 1因子は 11 項目から構成されており、「豪華な内装
が魅力」、「アフターケアの体制に安心が持てる」、「質の
高い商品やサービスが揃っている」あるいは「配達・配
送対応など便利なサービスがある」など、商品やサービ
スに関する項目が高い負荷量を示していることが確認
された。そこで第 1因子を ,「商品やサービスの信頼性」
因子（α＝ .918）と命名する。
第 2因子は 8項目から構成されており、「駅前など行
き易い場所に立地している」、「商品やサービスを選ぶ楽
しみがある」や「レストランや喫茶店（カフェ）が併
設されている」、あるいは「快適な時間が過ごせる」な
ど、立ち寄り易さや施設の利便性といった項目が高い
負荷量を示していることが確認された。そこで第 2因
子を、「立地および（施設）設備の利便性」因子（α
＝ .878）と命名する。
第 3因子は 5項目から構成されており、「庶民的であ
る」、「気軽に入りやすい」や「家族で立ち寄りやすい」
など、立ち寄り易さや庶民性といった項目が高い負荷量
を示していることが確認された。そこで第 3因子を、
「庶民性」因子（α＝ .646）（16）と命名する。
次に、百貨店と駅ビル・ファッションビルとの魅力に
関する消費者意識を比較するため、Tucker の三相因子
分析を用い、大型小売業の魅力に関する消費者意識につ
いての因子分析から検証した（図表 4－ 4）。最尤法に
よる因子分析を行った結果、固有値は 11.146、3.054、
1.695、1.052、0.883、0.762…となり、3因子構造が妥当
であると考えられた。
そこで再度 3因子を仮定し、最尤法・Promax 回転に
よる因子分析を行った。その結果、十分な因子負荷量
（<0.4）を示さなかった 5項目（設問 6、24、25、26、
27））、また 2因子にまたがる負荷量を示した項目（設問
20）を除外し、最尤法・Promax 回転による因子分析を
行った。Promax 回転後の最終的な因子パターンと因子
相関を図表 4－ 4に示す。なお累積寄与率は、23 項目
図表 4–3　因子分析結果　駅ビル・ファッションビルの魅力に関する消費意識
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合計で 59.01％であった。
第 1因子は 11 項目から構成されており、「アフターケ
アの体制に安心が持てる」、「ゆったりしている」、「配
達・配送対応など便利なサービスがある」など、商品や
サービスに関する項目が高い負荷量を示していることが
確認された。そこで第 1因子を、百貨店および駅ビル・
ファッションビルにおける因子と同様、「商品やサービ
スの信頼性」因子（α＝ .914）と命名する。
第 2因子は 6項目から構成されており、「駅前など行
き易い場所に立地している」、「レストランや喫茶店（カ
フェ）が併設されている」、あるいは「清潔感がある」な
ど、駅ビル・ファッションビルの第 2因子同様、立ち寄
り易さや施設の利便性といった項目が高い負荷量を示し
ていることが確認された。そこで第 2因子を、「立地およ
び（施設）設備の利便性」因子（α＝.841）と命名する。
第 3因子は 4項目から構成されており、「庶民的であ
る」、「気軽に入りやすい」や「家族で立ち寄りやすい」
など、立ち寄り易さや庶民性といった項目が高い負荷量
を示していることが確認された。そこで第 3因子も、百
貨店および駅ビル・ファッションビルの因子同様、「庶
民性」因子（α＝ .803）と命名する。
因子分析の結果から導き出された、大型小売業の魅力
に関する消費意識の下位尺度を用いて、百貨店と駅ビ
ル・ファッションビルについての消費者意識を t検定か
ら比較した（図表 4－ 5、	4 － 6）。その結果、「信頼性」、
「利便性」、「庶民性」のすべてにおいて、有意差が確認
された。	「信頼性」と「利便性」に関して、百貨店が駅
ビル・ファッションビルよりも高い数値を示した一方、
「庶民性」に関しては駅ビル・ファッションビルが高い
数値を示すことが明らかになった。
図表 4–4　因子分析結果　大型小売業の魅力に関する消費意識
図表 4–5　t 検定比較 下位尺度の比較
図表 4–6　散布図　下位尺度の比較
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4‒3　考察
本研究では、1）百貨店の魅力に関する消費者認識の
明確化、2）駅ビル・ファッションビルの魅力に関する
消費者認識の明確化、3）百貨店と駅ビル・ファッショ
ンビルに関する、消費者が認識する魅力の差異の検証を
目的とし、既存研究を踏襲し調査を行った。
その結果、百貨店の魅力に関する消費者意識が「商品
やサービスの信頼性」と「庶民性」の大きく 2つから構
成される意識であることが明らかになった。一方、駅
ビル・ファッションビルに関しては、「商品やサービス
の信頼性」、「立地および（施設）設備の利便性」、「庶民
性」から構成される意識であることがわかった。
この結果から、消費者が認識する百貨店の魅力とは、
「商品・サービスの信頼性」と「立地および（施設）設
備の利便性」がひとつのものとして統合的に扱われてい
ると考察される。その一方、駅ビル・ファッションビル
の認識については、商品・サービスの信頼性」と「立地
および（施設）設備の利便性」が別個の要因と扱われて
おり、つまり「立地および（施設）設備の利便性」は商
品・サービスに付帯するものとして、消費者にとっては
必要条件というよりも十分条件として位置づけられてい
ると考察される。
以上の議論から、消費者認識上の百貨店とは、商品・
サービス・施設の 3つが伴って初めて認識される業態と
いえ、この点がSCとの大きな違いであると指摘される。
また百貨店と駅ビル・ファッションビルに関する、消
費者が認識する魅力の差異に関して、因子分析の結果だ
けでなく、t検定の結果からも 28 項目中 23 項目で百貨
店と駅ビル・ファッションビルとの意識に差異が見受け
られ、加えてTucker の三相因子分析からも、消費者が
それらを異なるものとして認識していることが明らかに
なった。
しかしながら、「新商品や流行品の取り扱いが早い」
や「お得なカードを発行している」といった項目に有意
差がなく、この点においては同質化していることも事実
である。
その意味においては、既存研究で議論されている、競
合他業態とのマーチャンダイジング能力の同質化、サー
ビスの同質化、および大型小売業施設としての同質化の
一部に関して、統計的に支持するものであると解釈され
る。
5.　終わりに
5‒1　総括と今後の課題
本研究で、既存研究でほとんど検討されてこなかっ
た、消費者基点とした百貨店の位置づけに関して検討し
た。
第 2章では、日本の百貨店の現状と課題を明らかに
し、百貨店業態が最後の衰退段階にあることを明らかに
した。第 3章では．日本の百貨店の位置づけに関して既
存研究から検討し、百貨店のその定義自体が不明瞭であ
ること、また既存研究においても統一的定義を提示して
いないこと、加えて百貨店の最大の課題である「消費者
離れ」に関して、消費者基点で研究がなされてこなかっ
たことを指摘した。
第 4章では、酒井（2012）の研究を援用し、消費者の
百貨店認識に関して探索的な調査を行った。その結果、
一般的な議論として SCとの同質化が問題視されてきた
百貨店に関して、消費者は、実際には同質的とは認識し
ていないことが明らかにした。
更に t検定の結果から、「アフターケアの体制に安心
が持てる」や「店員の接客態度がいい」等、28 項目中
20 項目で、百貨店は都市型 SCである駅ビル・ファッ
ションビルよりも高く評価されていることが明らかに
なった。
ただしその一方で、先述のように、現在百貨店が差別
化のために力を入れている、「新商品や流行品の取り扱
いが早い」や「お得なカードを発行している」といった
項目に有意差がなく、この点においては同質化している
と指摘される。
以上の議論から、本研究の貢献を挙げるとするなら
ば、現状の百貨店の施策について整理したこと、既存の
百貨店研究では検討されていなかった消費者の業態認識
に関して検証したこと、また百貨店と SCが近年同質化
しているという一般的見解を反証する結果を提示したこ
とである。これらの議論は、既存の流通・マーケティン
グ研究では全く検討されていなかったものであり、本研
究で提示した調査はまだまだ実験的、探索的なものであ
るが、今後の流通・マーケティング研究、および百貨店
実務家や SC実務家にとって一助になるものであると信
じている。
しかしその一方で、本研究は多くの課題を有してい
る。ひとつは、因子分析結果の検証の妥当性である。
第 4章で提示した、駅ビル・ファッションビルに関す
る因子分析の信頼度係数は十分なものとは言えず、調査
票で使用した質問項目に関して、再度検討する必要があ
る。
加えて、大型小売業の魅力に関する因子分析結果から
導き出された下位尺度に対して、t検定を用いて男女の
差を検証した結果、総じて女性の方が男性よりも平均値
が高いことがわかった。今後、百貨店および SCに対す
る調査を行うにあたり、このような男女差を考慮し検証
することも重要であると考える。
そして本研究の最大の課題であるのが、消費者によっ
て想起される “百貨店業態に関する店舗 ”が異なるとい
う事実である。
先の調査と合わせて行ったアンケート調査において、
（17）	詳しくは、圓丸（2014）,「ライフスタイルとリレーションシップ」,『リレーションシップマーケティング』, 五絃舎 ,	pp.127-143.
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既存の百貨店の定義においては SCと位置づけられる大
阪を中心とした大型商業施設に関して、「百貨店だと思
う施設はどれか」という質問（複数回答形式）を行っ
た。有効回答数は 309 であった。その結果、被験者の多
くが、多くの SCを百貨店であると認識していることが
明らかになった（図表 5－ 1）。
このように、本研究では、消費者の百貨店業態の認識
を明示したものの、被験者によって百貨店として考慮す
る店舗が異なること、更にその中に SCが多く含まれて
いることが明らかになった。つまり、消費者が認識する
百貨店業態認識と、実店舗の認識に差異があり、SCの
形態によっては百貨店業態と位置づけられ認識している
といえ、よって「百貨店業態認識≠百貨店に対する店舗
認識の総体」でないと指摘される。
よって今後の研究では、店舗イメージと業態イメージ
の乖離を検証するような分析が必要であると考える。
5‒2　百貨店業態へのインプリケーション
本稿の最後として、上記の議論と分析結果を踏まえ、
百貨店へのインプリケーションを提示する。
まず第 4章で提示した t検定の結果から、取扱商品の
同質化の脱却、例えば独自性のある商品やサービスの導
入などを積極的に行う一方、カード優待を前面に押し出
したキャンペーンついて再度検討する必要があることが
示唆される。この具体的施策としては、既存研究で議論
されてきた買取仕入比率を高めること、そしてマーチャ
ンダイジング能力を高めることで、現在伊勢丹が施行し
ているような、自主性の高い品揃え形成と PB開発が有
効であると考察される。
加えて、消費者に高く評価されていた「商品・サービ
スの信頼性」という魅力を、確固たるものとして維持す
ると共に、それをコア・コンピタンスとして位置づけた
経営基盤の構築が推奨される。特に近年は市場における
信頼性がますます重要視されており、百貨店が持つその
高い専門性とホスピタリティーへの信頼性を活かし、プ
レゼントやギフト商戦だけでなく、日々のライフスタイ
ル提案する姿勢が有効であると考えられる。
実際、先述した阪急百貨店が現在取り組んでいるコト
コトステージは、百貨店への信頼性を基盤とし、消費者
に豊かなライフスタイルを提案する「コト」を、イベン
トを通じて提案している。そしてその取組みは、確かに
コスト面での負担はあるものの、阪急百貨店の集客と売
上に貢献する施策となっている（17）。
本研究はまだまだ発芽的研究であり今後は先述した本
研究の課題を明確にし、百貨店の小売業における競争優
位性をより精緻に検証することが必要といえる。百貨店
実務家に貢献するインプリケーションを提示するには、
店舗イメージおよび店舗選択行動から、消費者の百貨店
に対する消費行動を検討することが必要である。
そして、それらの知見を深めることで、百貨店の衰退
を抑止するような実践的なマーケティングアプローチを
検討したい。
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